
安保関連法案の国民が納得できる十分な審議を求める意見書 

 

 本年５月 15 日，国会に上程された平和安全法整備法案，国際平和支援法案の

審議が行われていますが，安倍首相が訪問中のアメリカで，この法案の夏まで

の成立を表明し，国会での審議を尽くさず，国民の疑問にも十分応えないまま，

その表明に合わせ，今国会での成立を図ろうとしていることは甚だ遺憾であり

ます。 

そもそも，６月４日の衆議院憲法審査会において，与党が推薦した憲法学者

を含む３名の参考人として意見を述べた憲法学者全員が安保関連２法案を「違

憲」とする意見表明を行っており，政府の一方的な憲法解釈に多くの国民が納

得していない現状を直視すべきであります。 

日本の安全保障に関する問題の洗い出し，憲法との関連等を十分に精査し，

憲法学者から違憲と評されるようなことはせず，しっかりとした手順を踏むべ

きであります。 

憲法学者から出されている「立憲主義に反する」，「憲法９条の改定なしに

できることではない」と政府の憲法解釈への疑問は多くの国民の疑問でもあり

ますが，国会でそれらが十分に審議尽くされている状況とは言い難いものがあ

ります。 

ついては，安倍首相が訪米中に表明した，夏までの成立にこだわらず，最高

法規であります憲法，それも平和と戦争にかかわる重大案件であることに鑑み，

国民が納得できるまで十分な審議を尽くすことを強く求めるものであります。 

 

上記のとおり，地方自治法第９９条の規定により，意見書を提出いたします。 
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